
 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 
（法人番号） 

ふかや市商工会（法人番号 4030005014427） 

深谷市    （地方公共団体コード 112186） 

実施期間 令和 6年 4月 1日～令和 11年 3月 31日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

【目標①】小規模事業者のターゲットの見直し、強みを活かした経営、事業計画に基づ

く計画経営、新規事業展開等による持続的経営を実現する 

【目標②】小規模事業者の ITを利活用した販路拡大や生産性向上を実現する 

【目標③】小規模事業者の地域資源を活用した魅力ある店舗・商品・サービスづくりを

実現する 

【目標④】上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題

を設定した上で、地域経済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体

での持続的発展の取組を図る 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

３.地域の経済動向調査に関すること 

小規模事業者自身が経営環境の変化を捉えることを目的に、地域経済分析システム

（RESAS）を活用した「地域の経済動向分析」を実施し、結果を公表する。 

４.需要動向調査に関すること 

小規模事業者の地域資源を活用した魅力ある商品づくりに向けて、「イベントを活用

した商品調査」を実施する。また、調査結果を活用し、商品のブラッシュアップを支

援する。 

５.経営状況の分析に関すること 

小規模事業者のターゲットの見直し、強みを活かした経営、新規事業展開等に向けて、

小規模事業者自身が自社の経営状態を客観的に把握するための「経営分析（財務分析

及び非財務分析）」を支援する。 

６.事業計画策定支援に関すること 

「地域の経済動向調査」や「経営状況の分析」及び「需要動向調査」の結果を踏まえ、

事業計画策定を支援する。 

７.事業計画策定後の実施支援に関すること 

前項で策定したすべての事業計画を四半期毎にフォローアップすることで、事業者の

売上や利益の増加を実現する。 

８.新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

小規模事業者の新たな需要開拓を目的に、「展示会等の出展支援」や「IT を活用した

販路開拓の個社支援」を実施する。 

連絡先 

ふかや市商工会 本所 

〒369-1243 埼玉県深谷市永田 1420 

TEL: 048-584-2325  FAX: 048-584-6165  E-mail: fukaya@syokoukai.jp 

 

深谷市 産業振興部 商工振興課 

〒366-8501 埼玉県深谷市仲町 11-1 

TEL: 048-577-3409  FAX: 048-578-7614  E-mail: shoukou@city.fukaya.saitama.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

1.目標 

(1)地域の現状及び課題 

①現状 

ア 深谷市の概況 

深谷市（以下、当市）は、埼玉県北西部に位置し、東京都心から 70 キロメートル圏にある。東は熊谷

市、西は本庄市と美里町、南は嵐山町と寄居町、北は群馬県の伊勢崎市及び太田市に接している。 

北部は利根川水系の低地で、南部は秩父山地から流れ出た荒川が扇状台地を形成する平坦な地形となっ

ている。面積は 138.37㎢で、そのうち田畑が 47.3%と地域の約半分を占めている。 

市内には、関越自動車道、国道 17号・同深谷バイパス・上武国道、国道 140号・同バイパス、国道 254

号などの主要道路が通っており、地域の玄関口として関越自動車道花園インターチェンジが設置されてい

るほか、嵐山小川、本庄児玉のイ ターチェンジに近接している。また、令和 3（2021）年 3 月には、関

越自動車道寄居スマートインターチェンジが全面開通している。 

鉄道は JR高崎線、秩父鉄道の 2路線において駅を有するとともに、上越新幹線及び JR 八高線が通過し、

上越新幹線熊谷駅及び本庄早稲田駅にも近接していることから、東京都心方面、上信越方面、秩父方面へ

の交通の要衝となっている。また、平成 30（2018）年 10 月には、秩父鉄道の新駅として、ふかや花園駅

が整備されている。 

 
出典：深谷市「ふかや観光マップ（レンガの街さんぽ旅）」 
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キ 今後 5年間で小規模事業者の経営環境に影響を与える出来事 

(a)「渋沢栄一」効果による観光需要の拡大 

当市は「渋沢栄一」の生地としても知られている。令和 2（2020）年～令和 3（2021）年に「渋沢栄一」

をテーマとした大河ドラマ「青天を衝け」が放送された際は、深谷市の知名度向上とともに、観光客が増

加した。令和 6（2024）年 7月には、「渋沢栄一」の図柄が採用された新一万円札が発行される予定であり、

さらなる観光客の増加も期待されている。 

また、深谷市でも旧渋沢邸「中の家」の主屋構造補強及び改修工事を進めており、令和 5（2023）年 8

月に改修工事が完了し、リニューアルオープンをした。これまで耐震性が確保できず屋外から内部を眺め

る見学しかできなかったが、構造補強による耐震性向上により、座敷内部へ入り見学ができるようになっ

た。 

 

(b)深谷市地域通貨ネギー 

 深谷市では、地域内経済循環の向上を目的のひとつとして、QRコード決済による「深谷市地域通貨ネギ

ー を発行している。地域通貨ネギーは、QRコードを印刷したカードか、スマートフォンを利用すること

で、現金を使わないキャッシュレス決済が可能な地域通貨である。 

 地域の消費活性化も期待されており、管内の小規模事業者においても、深谷市地域通貨ネギーによる決

済への対応などが課題となっている。 

 

(c)ふかや花園プレミアム・アウトレットの拡張 

 令和 4（2022）年 10 月に「ふかや花園プレミアム・アウトレット」の開業が行われた。同施設は、第 1

期工事時点で、敷地面積約 176,800 ㎡、店舗面積約 27,000 ㎡であるが、現在、第 2 期・第 3 期工事が控

えており、将来的には全国有数の規模に発展させる計画となっている。 

 

ク 第 2次深谷市総合計画 

「第 2 次深谷市総合計画（平成 30年度～令和 9年度）」の商工・観光部分は下表のとおりである。 

後期基本計画を小規模事業者支援の視点でみると、①商工業振興では、外部環境の変化に対応しつつ市

内の事業者が安定した経営を行っていることなど、②観光振興では、観光資源を発掘・活用し、来訪者の

市内回遊を促すことにより、深谷市の認知度が高まり観光客が増加していることなど、③産業価値の創出

では、深谷市の産業の強みである農業を生かした産業ブランディング（アグリテック関連事業所の集積な

ど）により、深谷市の産業が持続的に発展していることなどが掲げられている。 

■基本構想（平成 30年度～令和 9 年度） 

将来都市像 元気と笑顔の生産地 ふかや 

将来都市像実現に向けた「まちのイメージ」 

（商工・観光部分） 

まちのイメージ 3 

 活力とにぎわいにあふれるまち（産業振興） 

まちづくりの基本姿勢 1 多様性を尊重する 

2 魅力を生み出し、伝える 

3 未来への責任を持つ 

■後期基本計画（令和 5年度～令和 9年度） 

まちのイメージ 3 活力とにぎわいにあふれるまち（産業振興） 

3-2 雇用とにぎわいを生み出すまちづくり 

 3-2-1 商工業の振興 

  取組方針 1 中小企業経営の安定化と成長を支援します 

       2 商工業の活性化や商店街のにぎわいづくりを支援します 

       3 企業誘致・留置に取り組みます 

       4 起業しやすい環境づくりに取り組みます 

 3-2-2 観光資源の整備と活用 

  取組方針 1 「ふかや」の認知度を高めます 

       2 来訪者が市内に滞在できる回遊策に取り組みます 

       3 多様な主体との連携による観光資源の活用を通じて地域の活性化を図ります 
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 3-2-3 就労環境の整備 

  取組方針 1 意欲のある人が働くことのできる環境を整えます 

       2 多様な働き方を支援します 

 3-2-4 産業価値の創出 

  取組方針 1 農畜産物をテーマとした観光回遊を推進します 

       2 農業課題解決に向けた企業を深谷市に集めます 

       3 地域通貨の活用と普及を推進します 
 

 

②課題 

これまで記述した内容から小規模事業者にとって対策が必要な地域の課題をまとめる。 

まず、人口をみると、当市（全体）の人口は減少傾向となっており、今後も減少傾向が続くことが見込

まれている。そのため、特に地元住民をターゲットとしている小規模事業者が利益を確保するためには、

ターゲットの見直し（域外への販売や観光客への販売など）が必要である。 

さらに、年齢 3区分別人口をみると、高齢化率が上がり消費構造が変化していくことから、この変化へ

の対応が課題となる。また、生産年齢人口の減少により、人手不足が加速することが予想されるため、DX

による生産性向上などへの取組が必要である。 

特産品（当会管内）では、全国ブランドの深谷ねぎをはじめ、利根川と荒川に挟まれた肥沃な大地で育

った多くの農作物がある。また、この農作物を活用した漬物も特産品となっている。後述するが、今後、

広域から観光客が増加することが予測されることから、小規模事業者においても、これら特産品を活用し

た新商品の開発や観光客等に向けた販売などが期待されている。 

観光面では、当市は、近代日本経済の礎を築いた「渋沢栄一」の生地としても知られ、市内には渋沢栄

一記念館をはじめ、数か所の関連施設がある。また、令和 4（2022）年 10 月には「ふかや花園プレミアム・

アウトレット」が開業し多くの観光客を誘客している。この結果、新型コロナウイルス感染症の影響が残

る令和 4（2022）年においても 429 万人の観光客がいる。当会管内はこれまで“観光地”ではなかったが、

今後は埼玉県でも有数の“観光地”となる。この急激な変化に対し、小規模事業者も対応し、観光需要を

獲得することが課題である。 

小規模事業者数をみると、当会管内の小規模事業者数は平成 24年が 1,400者、令和 3年が 1,267者で

あり、9年間で 9.5％減少している。また、経営者の高齢化に伴い、今後、廃業を予定する事業者もみら

れる。小規模事業者は地域経済社会や雇用を支える極めて重要な存在であることから、小規模事業者数の

維持は地域としての課題といえる。 

当会が考える業種別の課題をみると、①全業種共通では、原材料やエネルギー価格の高騰への対応、大

手企業との価格競争（差別化）、事業承継、経営環境の変化に応じた新たな取組（新規事業）、②商業では、

魅力ある店舗・商品・サービスづくり、PR・集客、ITを活用した販路開拓、③工業（建設業含む）では、

下請けからの脱却、高付加価値化、ITを活用した販路拡大や生産性向上である。 

また、今後 5 年間で小規模事業者の経営環境に影響を与える出来事をみると、渋沢栄一効果やふかや花

園プレミアム・アウトレットの拡張による、今以上の観光客の増加が見込まれており、この観光客を個社

（個店）に誘客することが課題といえる。また、深谷市地域通貨ネギーによる決済への対応も課題となる。 

 

(2)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①10 年程度の期間を見据えて 

これまでの現状と課題を踏まえ、小規模事業者の長期的な振興のあり方を以下のとおり定める。また、

当会としてもこれを実現すべく支援を実施する。 

■小規模事業者の長期的な振興のあり方 

10 年後の小規模事業者が・・・ 

ア 利益を確保できており、持続的経営を実現していること 

当会管内の小規模事業者は、人口減少・少子高齢化や原材料等の価格高騰などに直面している。また、

「ふかや花園プレミアム・アウトレット」の開業に伴い、大手小売店などの進出が続いており、小規

模小売店などは価格競争にさらされている。このような状況のなか小規模事業者が生き残り、持続的

経営を行うためには、各社がそれぞれの強みを活かした経営を行うことや、事業計画に基づく計画経





 

9 

 

 

(3)経営発達支援事業の目標 

(1)地域の現状及び課題、(2)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方を踏まえた上で、今後 5年間

の事業実施期間で取り組む下記の 4 つの目標を設定する。 

〈目標〉 

【目標①】小規模事業者のターゲットの見直 、強みを活か た経営、事業計画に基づく計画経営、新規

事業展開等による持続的経営を実現する 

【目標②】小規模事業者の IT を利活用した販路拡大や生産性向上を実現する 

【目標③】小規模事業者の地域資源を活用した魅力ある店舗・商品・サービスづくりを実現する 

【目標④】上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、

地域経済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組を図る 

〈地域への裨益目標〉 

上記【目標①】～【目標④】により、小規模事業者が外部環境の変化に対応しつつ安定した経営を実施

し、地域の活力を維持することを目指す。また、小規模事業者それぞれが魅力ある店舗・商品・サービ

スづくりを行うことで、今後増加する観光客の市内回遊などを実現し、にぎわいにあふれるまちの創出

に寄与することを目指す。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

2.経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 
【目標①達成のための方針】 

小規模事業者のターゲットの見直し、強みを活かした経営、事業計画に基づく計画経営、新規事業展開

等に向けて、まずは地域の経済動向調査として「地域の経済動向分析（国が提供するビッグデータの活用）」

を実施し、外部環境を整理する。次に、経営分析により各事業者の経営状況を明らかにする。経営分析で

は、財務データ等からみえる表面的な経営課題だけでなく、事業者との対話と傾聴を通じて経営の本質的

な課題を事業者自らが認識することに重点を置く。 

その後、上記の結果を活用しながら、今後の方向性や取組等を事業計画にまとめる。事業計画策定後は

伴走型でフォローアップを行い、事業計画の実現を目指す。 

また、販路開拓にあたっては、「展示会等の出展支援」を実施する。 

これらの支援を伴走型で支援することにより、小規模事業者の持続的経営を実現する。 

 

【目標②達成のための方針】 

小規模事業者の IT を利活用した販路拡大や生産性向上に向けて、前項の各支援段階において IT利活用

に関する支援を実施する。 

具体的には、①経営分析支援の際に、事業者のデジタル化・IT活用の状況を分析する、②事業計画策定

支援の際に、IT専門家派遣を実施する、③販路開拓支援の際に、「ITを活用した販路開拓の個社支援」（経

営指導員と IT専門家が連携したハンズオン支援）を実施する。 

また、効果的な支援に向けて、当会内においても IT・デジタル化支援能力の資質向上を図る。 

 

【目標③達成のための方針】 

小規模事業者の地域資源を活用した魅力ある店舗・商品・サービスづくりに向けて、本計画では商品開

発（ブラッシュアップ）支援を実施する。具体的には、「イベントを活用した商品調査」により需要動向

調査を実施。調査後は、事業者とともに改善点を抽出し、商品等のブラッシュアップに活用する。 

 

【目標④達成のための方針】 

経営分析、事業計画の策定、策定後の実施支援の各局面で、経営力再構築伴走支援モデルによる支援を

実施する。具体的には、経営課題の設定から課題解決を支援するにあたり、経営者や従業員との対話を通

じて、事業者の自走化のための内発的動機付けを行い、潜在力を引き出す。 

また、これを実現するために、経営指導員等の資質向上を実施する。 

 

 

 

Ⅰ.経営発達支援事業の内容  
 

3.地域の経済動向調査に関すること 

(1)現状と課題 

【現状】 

小規模事業者が経営環境の変化に応じた新たな取組等を実施するためには、まずは小規模事業者自身が

経営環境の変化を捉える必要がある。また、変化を捉えるためのツールと てデータの活用が有効である。

当会では現状、個社支援の際にデータを活用していたが、広く周知するに至っていなかった。 





















 

20 

 

（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

【令和 5 年 11月現在】 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達支援

事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 等） 

 

 経営指導員 2名  法定経営指導員 1名

 補助員    1名  補助員    1名

 記帳専任職員 1名  記帳指導職員 2名

 記帳指導員（パート） 2名  記帳指導員（パート） 1名

本所 北部支所

深谷市

産業振興部

商工振興課

事務局長

 
 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指導員

による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

氏 名： 櫻沢 友章 

連絡先： ふかや市商工会 北部支所 TEL.048-585-3750 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援計画の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見直

しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

〒369-1243 

埼玉県深谷市永田 1420 

ふかや市商工会 本所 

TEL： 048-584-2325 ／ FAX： 048-584-6165 

E-mail： fukaya@syokoukai.jp 

 

②関係市町村 

〒366-8501 

埼玉県深谷市仲町 11-1 

深谷市 産業振興部 商工振興課 

TEL： 048-577-3409 ／ FAX： 048-578-7614 

E-mail： shoukou@city.fukaya.saitama.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

必要な資金の額 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 

 謝金 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

 交通費 40 40 40 40 40 

 郵送代 360 360 360 360 360 

 調査費 200 200 200 200 200 

 印刷費 400 400 400 400 400 

 セミナー開催費 700 700 700 700 700 

 外部委託費 800 800 800 800 800 

       

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費、国補助金、県補助金、市補助金、手数料等収入他 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


